
＜様式１＞

28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。
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①
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事務事業名

基 本 目 標

政 策 170田下　陽一

作成日

内線

第３子以降出産祝い金事業

部局名

次の全ての要件を満たした第３子以降の子どもを出産した保護者に対し、子ども一人につき50,000円の祝金を交
付する。
１　第3子を含む3人以上の児童（出生の日から１８歳に達する日以降の最初の３月３１日までの間にある者）を養育
する者
２　支給対象児（第３子以降の子で本市の住民基本台帳に登録されている者）の母が、出産の日前1年以上引き
続き本市の住民基本台帳に登録されている者
３　出産後も引き続き3年以上本市の住民基本台帳への登録を継続する意思のある者
４　市税の滞納がない者

目

事業コード
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こども未来部

課 名

課 長 名

施 策

関 連 施 策

項

事 業 類 型

子育てを支える環境の充実

5

担当者名

款

第３子以降出産祝い金事業

第３子以降の子どもを出産した方の経済的負担の軽減を図る。
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意図を達成するために
実施することは何か

重 点 事 業

平成 年度事務事業評価表（一般事業・継続）28

大村市出産祝金交付要綱

備　考

第３子以降の子どもを出産し養育している者で、かつ、子どもの母が出産の日前１年以上引き続き本市の住民基
本台帳に登録されている者
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

２
次
評
価

担当者意見のとおり

【必要性】

高い やや高い

対象外

【コスト】

【負担割合】

　既に実施している全国の状況からも単価は高くなく、削減の余地はない

見直しの余地なし

削減の余地なし

事業が抱える問題・課題等

有
効
性

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）

平成27年4月1日以降に第3子以降の子どもを出産した方に対し、申請に基づき祝金を支給した。

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

やや高い やや低い

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

申請に基づき、適正な支給に努める。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

国が示した多子世帯への支援の方向性に沿うもので、多子世帯の経済的負担軽減の対策として有効で
ある。

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

削減の余地あり 該当なし

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

現状維持

終期設定

今後の方向性

高い やや高い

　第3子以降の子どもを望む保護者への経済的支援により、多子の出産意欲、市の子育て支援策の満足度の向上が見込まれ
る。

【施策貢献度】

【事業成果】

やや低い

　保護者の経済的負担を軽減することで多子出産を促進し、市民のニーズにあった子育て支援策に貢献できる。

やや低い

該当なし

高い やや高い 低い

低い

　少子化が進む中、第3子以降の子どもを望む保護者への子育て支援の推進を図るため、市は積極的に関与していく必要があ
る。

該当なし

低い 該当なし

　全国が人口減少局面に入った中で、本市が現状の人口規模以上の人口を目指すにあたり、出生数の増加を促すことはとても
効果的であり、第3子以降の子どもを望む保護者に対して経済的支援を実施することは必要性が高い。

低い 該当なし

No.2


